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1. はじめに 
 近年、無線センサネットワーク（Wireless 
Sensor Network, WSN）を用いた鉄道土木構造物
の状態監視システムが注目されている。WSN を
構成する各センサでは、一定間隔でデータをセ
ンシングして、それらを幾つかのノードを経由
してゲートウェイまで無線伝送する。また、ゲ
ートウェイで受信されたセンシングデータはイ
ンターネットなどの通信インフラを介してデー
タベースサーバまで送信される。鉄道土木構造
物に WSN を設置すると、傾斜や変位などに関す
る工学値データを継続的に収集することができ
る。このため WSN を導入すると、異常状態の長
期間放置によるリスクを低減できる、蓄積され
たデータから経年変化傾向を適切に推測できる、
などの効果が期待できる。 
 一方、鉄道土木構造物に設置する WSN は、多
くの場合、数年から十数年に渡る長期的な運用
を想定している。よって、WSN の設計段階にお
いては、設置費用に加えて運用費用についても
考慮し、それらの総和が最小となるように設計
する必要がある[1][2]。そこで本発表では、設置
費用と運用費用の総和が最小となるように、
WSN を設計する数理モデルを提案する。 
 
2. 問題設定 
 WSN の設置段階においては、センサ設置費用、
リレー設置費用、ゲートウェイ設置費用が発生
する。しかし、鉄道土木構造物に設置されるセ
ンサは、通常、所与の監視対象箇所に設置され
ることから、センサ設置費用は埋没費用と見な
すことができる。そこで本発表では、設置段階
においては残りのリレー設置費用とゲートウェ
イ設置費用が発生するものとする。また、WSN
の運用段階においては、各センサと各リレーの
電池消費費用と電池交換作業費用が発生する。

しかし、鉄道土木構造物に対しては定期的に全
般検査が実施されることから、各センサと各リ
レーの電池交換作業をその全般検査に併せて行
うことができれば、WSN の運用費用を大きく効
率化することができる。そこで本発表では、電
池交換作業は全般検査に併せて実施するものと
し、運用費用については電池消費費用のみを考
慮するものとする。なお、ゲートウェイでは AC
電源を利用するものとし、電池消費費用は発生
しないものとする。加えて、以下を仮定する。 

・各センサでは一定間隔でデータを収集し、そ
れを何れか１つのゲートウェイまでマルチホ
ップで無線伝送する。 

・全般検査間に各センサで収集するデータは複
数の伝送経路を用いてゲートウェイまで伝送
することができる。ただし、単位期間に収集
するデータは分割せずにまとめて送信する。 

・各センサと各リレーにおいては、送信出力を
何れか 1 つの水準に設定できる。 

このとき、全般検査のタイミングで各センサ
と各リレーの電池交換作業を実施するという条
件の下で、WSN の設置費用と運用費用の総和が
最小となるように、リレーとゲートウェイの設
置数とその設置場所、各センサと各リレーの送
信出力水準、全般検査間に各センサで取得する
データの伝送経路を同時に決定する問題を考え
る。本発表ではこの問題に対する数理モデルを
提案するが、ここでは、提案する数理モデルの
概略を以下に示し、詳細な説明は割愛する。 

WSNの総費用最小設計問題 

入力情報 
・センサ集合、リレー設置候補場所集合、ゲー
トウェイ設置候補場所集合、送信出力水準集
合、各送信出力水準における通信リンク集合 

・各センサと各リレーの電池容量、全般検査周
期、各センサで全般検査間に収集するデータ
量 
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・消費電力パラメータ（収集、送信、受信） 

・費用パラメータ（電力消費、リレー設置、ゲ
ートウェイ設置） 

制約条件 
・各センサと各リレーにおいて、全般検査間に
消費する電力量の総和は、それらに搭載され
た電池の容量以下である。 

・全般検査間に各センサで収集したデータは、1
つまたは複数の伝送経路により、何れか 1 つの
ゲートウェイに伝送される。 

・リレーとゲートウェイを設置できるのは、そ
れぞれリレー設置候補場所とゲートウェイ設
置候補場所だけである。 

・各センサと各リレーの送信出力は、何れか 1
つの水準に設定される。 

出力情報 
・WSN の設置費用と運用費用の総和を最小とす
るような、リレーとゲートウェイの設置数と
その設置場所、各センサと各リレーの送信出
力水準、全般検査間に各センサで収集するデ
ータの伝送経路と各伝送経路での送信量 

 
3. 数値実験 
上述の数理モデルの有用性を検証するために、

実際の鉄道土木構造物から取得したデータを用
いて数値実験を実施した。本発表では、地下鉄
トンネルにおいて、センサ数、リレー設置候補
場所数、ゲートウェイ設置候補場所数をそれぞ
れ 26 台、21 カ所、12 カ所とした問題例を取り上
げ、各種パラメータが WSN の全体費用に与える
影響について考察した。なお、本実験における
各種パラメータに関しては次の通りである。 

・全般検査周期は 2 年とした。また、1 J の電池
消費費用は 3.3×10-2円とした。 

・各センサでは、2 分毎にデータを収集し、それ
に必要な電力量は 5.25×10-3 J とした。 

・送信出力は-24dBm, -10dBm, 0dBm の 3 段階と
し、単位データの送信に必要な電力量はそれ
ぞれ 6.0×10-3 J, 1.65×10-2 J, 2.61×10-2 J とした。 

・単位データの受信に必要な電力量は 5.91×10-2 J
とした。 

・リレーとゲートウェイを 1 台設置した場合の全
般検査周期あたりの費用はインスタンス毎に
定めた。また、各センサと各リレーでは同一
の電池を使用するものとし、その容量はイン
スタンス毎に定めた。 

ここでは数値実験結果の詳細については割愛
するが、提案した数理モデルを用いると様々な
導入ケースを想定した場合の全体費用が評価で
きることを確認した。一例として、提案した数
理モデルが構築した WSN 案を図 1 に挙げる。た
だし、図 1 において、黒円ノードと白円ノードは
それぞれ送信出力が-24dBm、0dBm に設定された
センサであり、四角ノードはゲートウェイであ
る。図 1 に示した WSN 設計案の年間費用は
293,830.2 円である。この例では、リレーを設置
することなく全体費用の最小化が達成されるが、
これは、比較的狭い監視領域に、センサが一定
間隔で設置されているためと考えられる。つま
り、各センサでは周囲に通信可能なセンサが存
在し、リレーを設置することなく、ネットワー
ク内の電力負荷を各センサ間で分散することが
できたと考えられる。 
 
4. おわりに 
本発表では、全般検査のタイミングで各セン

サと各リレーの電池交換作業を実施するという
条件の下で、状態監視システムのための WSN を
全体費用が最小となるように設計するための数
理モデルを提案した。また、実際の鉄道土木構
造物を対象とした数値実験を通して、提案した
数理モデルの有用性を確認した。しかしながら、
信頼性の高いデータ通信を確保するためには、
各センシングデータの通信ホップ数をできる限
り少なくすることも重要な課題である。そこで
今後は、通信ホップ数に対する制約条件も考慮
した数理モデルの開発を進めていきたい。 
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図 1 地下鉄トンネルにおける WSN 設計案 
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